(様式１)



令和　　年　　月　　日




国土交通省住宅局長　殿




　　モデル性の高い空き家対策に関する調査を行う事業について、提案書を提出します。











提出者） 住所
電話番号
氏名（法人の場合は、法人名並びに代表者の役職及び氏名）

作成者） 氏名（法人に所属する場合は、部署並びに役職及び氏名）
Ｅ－mail







（様式２）
補助対象事業者の要件

	(1) 本事業の公正な実施に支障を及ぼすおそれがないこと。



(2) 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第77号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。）、暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）及び法人その他の団体であって、その代表者又は使用人その他の従業員若しくは構成要員に暴力団員に該当する者があるものではないこと。



(3) 国土交通省住宅局長からの指名停止を受けている期間中でないこと。



(4) 本事業の実施にあたって知り得た情報を第三者に漏らし、又は他の事業に活用することがないよう的確な秘密保持体制を有していること。



(5) 本事業を適確に実施するに足りる技術的な基礎（空家法の執行に関する知見等）を有する者であること。



(6) 本事業を適確に実施するに足りる経理的な基礎を有する者であること。



(7) 多数の市区町村と協働する体制を有していることを含め、本事業の適確な実施のために適切な組織及び人員を有していること。





※ 公示【２】に記載されている補助対象事業者の要件について、具体的に記載すること。
※ 記載内容に関する詳細な説明資料を添付することができる。なお、添付資料がある場合は、その旨を記載すること。

(様式３）
事業内容調書

	モデル性の高い空き家対策に関する調査を行う事業


(1) 事業の全体計画

	事業名
	新規・継続

	（例）○○の実施
	

	事業主体
補助事業主体（間接の場合）
直接・間接
	事業実施期間（予定）

	（例）（株）○○○○
	（例）6月～3月


	年　度
項　目
	令和8年度

	
	6月
	7月
	8月
	9月
	10月
	11月
	12月
	1月
	2月
	3月

	（例）
・～～の実施

・日程調整

・調査等の実施

・資料取りまとめ





	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


※ 本表は、事業実施期間に応じて適宜調整すること。

(2) 事業費・国費（要望額）（単位：千円）
	
	要望額

	事業費
	

	国費
	



(3) 本事業に関連するこれまでの取組の状況
	○本事業に関連して、これまでに取り組んで来たことがあれば、その概要について（国庫補助の有無も含め）記載すること。







(4) 事業概要
	事業の目的・必要性

	○事業の実施により達成しようとする目的及び国庫補助事業として実施する必要性を記載すること。




	事業内容

	○事業内容及び事業の実施により得られる成果（アウトプット）を定量的に記載すること。












	事業効果

	○事業の実施により得られる成果の活用方法及び具体的な効果（アウトカム）を記載すること。








	実施体制等

	○事業主体内の体制、他の主体との協力体制、各体制ごとの役割分担など事業の実施体制を記述すること（図・表による記載も可）。





※ 表の大きさ及び様式の枚数は、適宜変更することができる。
※ 記載内容に関する詳細な説明資料を添付することができる。なお、添付資料がある場合は、その旨を記載すること。
